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決算発表記者会見での説明内容を、実際の説明に
即した形で掲載いたします。 

 
                               平成１３年５月２４日 

    

平成１２年度決算発表平成１２年度決算発表平成１２年度決算発表平成１２年度決算発表    

 

それでは、平成１２年度決算についてご説明致します。 

 

お手許に、旧住友銀行と旧さくら銀行それぞれの「決算短信（連結）」及びその添付資料の「個別

財務諸表の概要」と、 

両行それぞれの計数と合算の計数を記載しております「平成１２年度決算説明資料」をお配りして

います。 

（注：同一ページ上の「平成１２年度決算【連結】」、「【単体】」、「説明資料」をクリックしてご覧下さい） 

 

決算計数につきましては、「平成１２年度決算説明資料」に要点を取り纏めておりますので、そ

ちらの資料に従って、まず、旧住友銀行の決算をご説明いたします。 

 

 まず、損益状況について、１頁の「１．損益状況」に取纏めております。 

 

１頁ほぼ真ん中２２番の（一般貸倒引当金繰入前）業務純益業務純益業務純益業務純益は４４７７億円、 

前年度比＋５８２億円の増益となりました。前年比増益の要因は業務粗利益が＋５０２億円の増益、

経費および社債発行費が計△８０億円減少したことによります。 
 

業務粗利益について、国内・国際業務に分けますと、国内で＋１７８億円、国際で＋３２４億円

の増益となりました。 

 

３番の国内業務粗利益で増益となりましたのは、役務取引等利益でＥＢ・為替手数料の増収等

により＋６２億円増益となったほか、その他業務利益の国債等債券損益が＋７１億円増益となった

ことが主な要因であります。 
 
１０番の国際業務粗利益で大幅増益となりましたのは、海外現地法人の配当を主因として資金利

益が＋３３５億円の増益となったほか、役務取引等でシンジケートローンの増収等により＋５９億

円の増益となったことが主な要因であります。 

 

なお特定取引が大幅増益の一方でその他業務利益が減益となっていますが、これは外貨建の特定取

引収益に係る為替リスクヘッジに伴い会計処理上、特定取引と外為売買益との入り繰り額が２６０

億円程度増加したことが主な原因であります。 

 

１７番の経費につきましては、人員の削減等で人件費が△３６億円減少したほか、内外店舗統廃
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合や事務処理拠点の集約化等拠点運営の効率化により合併関連費用を吸収して、物件費が△６億円

減少し、税金の△４億円と合わせて経費全体で△４６億円改善いたしました。 

次に臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益に移ります。 

 

２８番の貸倒償却引貸倒償却引貸倒償却引貸倒償却引当費用当費用当費用当費用につきましては△５５８０億円となりました。 

貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用の主なものは、貸出金償却△５００９億円、個別貸倒引当金繰入△１４６７億

円、債権売却損失引当金繰入△１９１億円、共同債権買取機構売却損△１１４億円、 

延滞債権等売却損の△１６５億円、 

およびカントリー貸金に対する特定海外債権引当勘定戻入＋４０億円、 

一般貸倒引当金戻入＋１３２６億円であります。 

 

貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用が中間決算発表時の１２年度予想△３５００億円対比大幅に増加いたしまし

たのは、取引先支援に係る債権放棄増、あるいは翌期以降の最終処理に向けた引当のほか、予想を

上回る資産劣化や担保価値の下落があったことが主因であります。 

 

３７番の株式等損益株式等損益株式等損益株式等損益につきましては、株式等売却損益及び償却のネットで＋２５９９億円のプ

ラスとなりました。 
 
株式等関係損益の内訳は、売却益＋３３５５億円、売却損△３７８億円のネットで＋２９７７億

円の売却益を計上する一方、自己査定に基づき△３７８億円の償却をしております。 

 

また、これらの株式等関係損益以外に退職給付信託設定益を＋２３３億円計上しておりますが、

この損益は４２番のその他臨時損益その他臨時損益その他臨時損益その他臨時損益に含まれております。 

 

また、４１番の東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税につきましては、その他の経常費用として△８１億円を 

計上しております。 

  

以上により、４３番の経常利益経常利益経常利益経常利益は１６８４億円となりました。 

 

 次に、特別損益特別損益特別損益特別損益でありますが、 

 

動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益は、リストラクチャリングの一環としての寮社宅等の売却に伴う不動産 

処分損益のほか、店舗の統合及びこれに係る解体費等により、合計で△１４５億円の損失となりま

した。 
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また、本年度からの退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却を△２０２億円計上してお

ります。 

 

これら主要因により、４９番の税引前当期利益は１３４１億円となりました。 

 

５０番の法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税につきましては、△７８億円、 

また、５１番の税効果会計による法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額は△７０６億円でありましたが、 

このうち大阪府事業税の「外形標準課税」導入により実効税率が低下したことに伴う繰延税金資産

の減額影響は△２６４億円であります。 

 

 以上の結果、５４番の当期当期当期当期利益利益利益利益は５５７億円となりました。 

 

 次ページに連結ベースの損益の内訳を示してあります。下段にありますように連結子会社は 

８４社、持分法適用会社は２９社であります。 

 

連結決算の特色としては、米国連結子会社でありますＳＭＢＣｷｬﾋﾟﾀﾙﾏｰｹｯﾄが保有するゴールド

マンサックスの株式売却益を計上したほか、持分法適用会社である大和証券ＳＭＢＣの業績が好調

であったことを主要因として、１５番の経常利益が前年度比＋７３４億円の増益の３１０７億円、

２１番の当期純利益ベースで前年度対比＋２１６億円増益の８３５億円となりました。 

銀行単体の当期利益は５５７億円でしたので、当期利益の連単差は＋２７８億円となりました。 
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次に、参考計数について２～３ご説明いたします。 

 

 まず、有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益について説明しますので、お手許資料の４ページをご覧下さい。 

 

本年度より金融商品会計基準に則り、保有している有価証券を目的別に分類し、それぞれの保有

目的区分で定められている方法により評価を行っております。各保有目的区分別の評価基準につい

てはお手許資料の上段の表に記載しております。 

 

有価証券の評価損益については、中段以下の表に単体・連結別にそれぞれ取り纏めております。 

 

まず、単体ベースの評価損益は合計で△８９６億円となりました。マイナスが大きいのは株式

の時価については期末月の１か月平均で算出しているためで、期末スポットで算出した評価損益は 

△１０６億円にとどまっています。 

今年度は主として株式市況の低迷により上場株式の含み益が減少したため、 

有価証券全体の評価損益は１２年３月末対比△９９０９億円減少しております。 
 

また、当行はその他保有目的の有価証券について、今期資本直入を実施しておりませんが、早期

適用を実施した場合に、資本の部に計上される評価差額金相当額を計算し、表外に記載しておりま

す。「その他の金銭の信託」に係るものも含めた評価差額金相当額は△５４１億円となりました。 

 

その下の表に、連結ベースの評価損益を記載しています。 

 

連結ベースの評価損益は合計で＋５１７億円となりました。先に申し上げました単体ベースの評

価損益との差額が＋１４１３億円ありますが、大口要因は米国子会社のＳＭＢＣｷｬﾋﾟﾀﾙﾏｰｹｯﾄが保

有しているゴールドマンサックス株式について＋１２５０億円程度の評価益があることに因りま

す。また、連結ベースにつきましても、その他保有目的の有価証券について資本直入を実施した際

の評価差額金相当額を計算しており、その金額は＋２７６億円となりました。 
 

２点目に退職給付関連退職給付関連退職給付関連退職給付関連の計数について、次の５頁の表をご覧下さい。 

 

１３年３月末の会計基準変更時差異会計基準変更時差異会計基準変更時差異会計基準変更時差異の未処理額は単体で８０７億円、連結で８６０億円。 

未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異は、単体で４９５億円、連結で５０６億円となっております。 
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３点目に連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率の計数について次の６頁の表をご覧下さい。 

 

１３年３月末の連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率は速報値で１０．９４％となり、１２年３月末比では 

△０．６６％低下致しました。 

    

〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕  

 

 続きまして、「貸出金等の状況」についてご説明いたします。 

７頁に取纏めていますので、ご覧下さい。                                       

                                                                                                  

 ９．自己査定、開示及び償却・引当等との関係をご覧下さい。  

 

 この表は、自己査定の債務者区分と各区分毎の金融再生法に基づく開示基準での金額、自己査定

における分類区分、それに対応する引当金残高を一表に纏めたものです。 

 

詳しくは後程ご覧いただきたいと思いますが、概略を申しあげますと 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権については、担保・保証等により回収可能部分以外の部分

について１００％引当、 

危険債権危険債権危険債権危険債権は、担保・保証等により回収可能部分以外の部分の７６９４億円に対して 

５４．５％の引当、 

要管理先債権要管理先債権要管理先債権要管理先債権は、担保・保証等により保全されている部分以外の部分に対して１５．０％の引当、 

正常債権正常債権正常債権正常債権は、要注意先に対して平均２．９％、正常先に対して平均０．３％の引当となりました。 

 

なお、単体及び連結ベースでのリスク管理債権の状況、業種別貸出状況、地域別構成等につきま

して８頁以降に取纏めております。 
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不良債権のオフバランス化の実績公表につきましては、４月に取りまとめられた緊急経済対策を

受け、金融庁からの要請もあり、今期より実績を公表するものであります。概要は、１１頁に記載

しておりますのでご覧下さい。 

 

１２年度上期末における破綻懸念先以下の債権残高２０,２０５億円が、既存先として取り扱わ

れる訳でありますが、この下期は、このうち△１０,７６５億円（Ｂ）をオフバランス化し、１２

年度下期末には９,４４０億円（Ａ）となりました。 

 

なお、オフバランス化の実績は（２）に示した通りです。ちなみに、「清算型処理」とは、破産・

特別清算等の清算型倒産手続きによる債権切捨て・債権償却をいい、「再建型処理」とは、会社更

生・民事再生等の再建型倒産手続きによる債権切捨て、あるいは私的整理による債権放棄等をいい

ます。 

 

尚、既存先のオフバランス化が相応に進む一方で、１２年度下期に新規に破綻懸念先以下となっ

た債権額が５,１８５億円（Ｃ）ありました。 

この結果、１２年度下期末における破綻懸念先以下の債権残高はネットで△５,５８０億円減少

し、１４,６２５億円となっております。 

 

緊急経済対策で示された抜本的オフバランス化の原則に則り、今期以降も、引き続き、 

オフバランス化に注力して参る所存です。 
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また、１７頁には事前にご要請のありました項目について記載しております。 

 

１２年度の債権放棄については、７社／３４７１億円となりました。 

主な債権放棄先は、熊谷組、住銀保証、ロイヤルホテルです。 

 

東京都と大阪府の外形標準事業税についてですが、東京都の１２年度税負担額は△８１億円、 

大阪府の１３年度税負担は新銀行ベースで△８０億円程度を見込んでいます。 
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次に、旧さくら銀行の決算について説明します。 
 

１８頁をご覧下さい。 

 

まず、単体の損益状況について、ご説明申し上げます。 

 

ほぼ真ん中２２番の（一般貸倒引当金繰入前）業務純益業務純益業務純益業務純益は、３５５４億円、前年度比＋４１９億

円の増益となりました。 

前年度比増益の要因は、業務粗利益が＋１８５億円の増益、経費および社債発行費で計△２３４億

円減少したことによります。 

 

業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益について、国内・国際業務に分けますと、国内で＋１０７億円、国際で＋７８億円

の増益でございます。 

 

３番の国内業務粗利益国内業務粗利益国内業務粗利益国内業務粗利益が増益となりましたのは、投信販売手数料の増収等により役務取引等利

益が＋６ 7億円の増益となったことが主因であります。 
なお、資金利益の減益、その他業務利益の増益は、金融商品会計の導入により、従来、資金利

益で計上されていたものがその他業務利益に計上されたことが大きな要因となっております。 
 
１０番の国際業務粗利益国際業務粗利益国際業務粗利益国際業務粗利益の増益は、ディーリング損益好調による特定取引利益の増益＋１０１億

円が主な要因であります。 

 

なお、資金利益の増益、その他業務利益の減益は、外貨建の資金収益に係る為替リスクヘッジに

伴い会計処理上、資金利益と外為売買益との入り繰り額が２８０億円程度増加したことが主な原因

であります。 

 

１７番の経費経費経費経費につきましては、広範かつ抜本的な経費見直し等により物件費が△１５１億円減少

したほか、人員削減等による人件費の減少△６ 1億円、税金の減少△１６億円と合わせて経費全体

で△２２８億円改善いたしました。 
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次に臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益に移ります。 

 
２８番の貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用につきましては△２６１１億円となりました。 

貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用の内訳は、貸出金償却△２４０５億円、個別貸倒引当金純繰入△９８億円、債

権売却損失引当金繰入△３３９億円、共同債権買取機構売却損△２０４億円、 

延滞債権等売却損の△８５億円、 

およびカントリー貸金に対する特定海外債権引当勘定繰入△４０億円、 

一般貸倒引当金戻入＋５６０億円であります。 

 

貸倒償却引当費用が中間決算発表時の１２年度予想△２２００億円対比増加 

いたしましたのは、景気の低迷による企業業績の悪化、担保価値下落影響等を踏まえ、将来リスク

の軽減を図るための不良債権の追加処理等をしたことが主因であります。 

 

３７番の株式等関係損益株式等関係損益株式等関係損益株式等関係損益につきましては、株式等売却損益及び償却のネットで＋５１５億円の

プラスとなりました。 
株式等関係損益の内訳は、売却益＋１６０７億円、売却損△２８９億円のネットで＋１３１８億

円の売却損益を計上する一方、自己査定に基づき△８０３億円の償却をしております。 

 
また、これらの株式等関係損益以外に退職給付信託設定益を＋２９６億円計上しておりますが、

この損益は４２番のその他臨時損益その他臨時損益その他臨時損益その他臨時損益に含まれております。 
 
また、４１番の東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税東京都外形標準事業税につきましては、その他の経常費用として△８７億円を 

計上しております。 

 

 以上により、４３番の経常利益経常利益経常利益経常利益は１９０７億円となりました。 

 次に、特別損益特別損益特別損益特別損益でありますが、 

 

動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益は、リストラクチャリングの一環としての寮社宅等の売却に伴う不動産 

処分損益のほか、店舗の統合及びこれに係る解体費等により、合計で△１６１億円の損失となりま

した。 
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また、本年度からの退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却を△３６４億円計上してお

ります。 

 

これらの要因により、４９番の税引前当期利益税引前当期利益税引前当期利益税引前当期利益は１３９１億円となりました。 

 

５０番の法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税につきましては、△１８億円、 

また、５１番の税効果会計による法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額は△５５１億円でありましたが、 

このうち大阪府事業税の「外形標準課税」導入により実効税率が低下したことに伴う繰延税金資産

の減額影響は△５６億円であります。 

 

 以上の結果、５４番の当期当期当期当期利益利益利益利益は８２２億円となりました。 

 

 次頁に連結ベースの損益連結ベースの損益連結ベースの損益連結ベースの損益の内訳を示してあります。一番下にありますように連結子会社は 

６５社、持分法適用会社は１２社であります。 

 

連結収益は、単体を主因に連結粗利益連結粗利益連結粗利益連結粗利益が前年度比６５３億円増益の８８６３億円、営業経費営業経費営業経費営業経費が

前年度比△３１億円増加の△４９０６億円、貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用が、前年度比１８０１億円減少の  

３４６６億円となりました。                               

 
以上に株式等関係損益、持分法による投資損益を加えました、経常経常経常経常利益利益利益利益は、前年度比４７４億円

増益の１８３９億円となっております。これに特別損益、法人税関係費用、少数株主利益を加えま

した当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益では、前年度比△１３６億円減益の４８９億円となりました。 
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次に、参考計数について２～３ご説明いたします。 

 

２０頁をご覧下さい。 

一番上に「職員１人当り業務純益・粗利経費率」の効率性指標を記載しておりますが、 

利益の増加、リストラの進展により、何れの計数も向上しております。 

 

 次に２１頁をご覧下さい。有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益についてご説明します。 

 

まず、上段、単体ベースの評価損益は合計で△３４２４億円となりました。なお、株式時価を

期末スポットで計算すると△２４７５億円です。今年度は主として株式市況の低迷により上場株式

の含み益が減少したため、 

有価証券全体の評価損益は１２年３月末対比△１兆５２億円減少しております。 
 

また、その他保有目的の有価証券について、今期は、資本直入を実施しておりませんが、早期適

用を実施した場合に、資本の部に計上される評価差額金相当額を計算し、表外に記載しております。

「その他の金銭の信託」に係るものも含めた評価差額金相当額は△２１０５億円となりました。 

 

その下の表に、連結ベースの評価損益を記載しています。 

 

連結ベースの評価損益は単体比１０４億円少ない△３５２８億円となっております。 

また、連結ベースにつきましても、その他保有目的の有価証券について資本直入を実施した際の

評価差額金相当額を計算しており、その金額は２１２１億円となりました。 

 

次に退職給付関連退職給付関連退職給付関連退職給付関連の計数について、ご説明いたします。次の２２頁の表をご覧下さい。 

 

１３年３月末の会計基準変更時差異会計基準変更時差異会計基準変更時差異会計基準変更時差異の未処理額は単体で１４５４億円、連結で１５３７億円。 

未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異未認識数理計算上の差異は、単体で６４８億円、連結で７１０億円となっております。 

また連結においては、債務の減額となる未認識過去勤務債務未認識過去勤務債務未認識過去勤務債務未認識過去勤務債務が△１７億円発生しております。 

 

次の２３頁をご覧下さい。 

 連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率は、劣後調達を抑制したことから前年度比△１．２２％低下の１１．３１％

となっております。 
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〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕  

続きまして、「貸出金等の状況」について、ご説明いたします。 

２４頁をご覧下さい。                                       

                                                       

  

この表は、自己査定の債務者区分と各区分毎の金融再生法に基づく開示基準での金額、自己査定に

おける分類区分、それに対応する引当金残高を一表に纏めたものです。 

 

詳しくは後程ご覧いただきたいと思いますが、概略を申しあげますと 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権破産更生債権及びこれらに準ずる債権については、担保・保証等により回収可能部分以外の部分

について１００％引当、 

危険債権危険債権危険債権危険債権は、担保・保証等により回収可能部分以外の部分に対して７１.３％の引当、 

要管理先債権要管理先債権要管理先債権要管理先債権は、担保・保証等により保全されている部分以外の部分に対して１５.０％の引当、 

正常債権正常債権正常債権正常債権は、要注意先に対して平均３．４％、正常先に対して０．１４％の引当をいたしました。 

 

単体及び連結ベースでのリスク管理債権の状況、業種別貸出状況、地域別構成等につきまして  

２５頁以降に取纏めておりますので、ご参照ください。 
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不良債権のオフバランス化の実績公表につきましては、２８頁に記載しておりますのでご覧下さ

い。 

 

１２年上期末における破綻懸念先以下の債権残高１１,６９１億円が、既存先として取り扱われ

る訳でありますが、この下期は、このうち△２,８７３億円（Ｂ）をオフバランス化し、１２年度

下期末には８,８１８億円（Ａ）となりました。 

 

なお、オフバランス化の実績は（２）に示した通りです。 

 

尚、既存先のオフバランス化が相応に進む一方で、１２年度下期に新規に破綻懸念先以下となっ

た債権額が１,８８８億円（Ｃ）ありました。 

この結果、１２年度下期末における破綻懸念先以下の債権残高はネットで△９８５億円減少し 

１０,７０６億円となっております。 

 

緊急経済対策で示された抜本的オフバランス化の原則に則り、今期以降も、引き続き、 

オフバランス化に注力して参る所存です。 
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また、３４頁には事前にご要請のありました項目について記載しております。 

 

１２年度の債権放棄については、７社／１０２８億円となりました。 

主な債権放棄先は、三井建設です。 

 

東京都と大阪府の外形標準事業税についてですが、東京都の１２年度税負担額は△８７億円、 

大阪府の１３年度税負担は先程ご説明いたしましたとおり、△８０億円程度を見込んでいます。    
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〔合算ベース参考計数〕〔合算ベース参考計数〕〔合算ベース参考計数〕〔合算ベース参考計数〕 

 

また、旧住友銀行と旧さくら銀行の１２年度主要計数を合算した参考計数と、合併承継処理の概

要を取り纏めました資料を３５頁以降に取り纏めております。詳しくは後程ご覧頂きたいと思いま

すが、合併承継処理について概略を申し上げますので４０頁をご覧下さい。 

 

本年４月の合併に際し、旧さくら銀行最終事業年度末の資産・負債・純資産を承継するにあたり、

新銀行の財務体質をより強固なものとする観点から、その他有価証券の含み損、退職給付に係る未

認識債務、再評価土地の含み損については、時価による受入や引当金計上を実施しました。 

 

この会計上の処理に係わる繰延税金資産を２６８７億円計上したうえで、差引４２７０億円を 

資本勘定から控除して財産の受入処理を行っております。 

 

旧さくら銀行の１３年３月末簿価残高と承継資産の簿価を対比したものが４０頁の上段の表で

す。また、合併処理後の有価証券含み損益につきまして期末ＳＰＯＴの時価で評価したものが下段

の表となっております。 
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〔平成１３年度業績予想〕〔平成１３年度業績予想〕〔平成１３年度業績予想〕〔平成１３年度業績予想〕 

 

 最後に、平成１３年度の年間業績予想について、説明資料の４１頁をご覧下さい。 

 

 

まず、単体ベースで 

 

業務純益 ７,１００ 億円 

経常利益 ２,９５０ 億円 

当期利益 １,５００ 億円 

 

 

連結ベースで、 

 

経常利益 ４,１００ 億円 

当期利益 １,８００ 億円 

 

とみております。 

 

また、単体ベースの１３年度の不良債権処理額については、 
△４,０００億円の金額を見込むことと致しました。 

 

また、１３年度の普通株式１株当たり配当金については、中間３円、期末３円、年間６円を予想

しております。詳しくは、旧住友銀行の決算短信最終ページに記載しておりますので、そちらをご

覧下さい。 

 

                                       以 上 

 


